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部活動改革の経緯
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部活動改革に係る国のガイドラインと道の方針等の経緯について①

【平成30年（2018年）】

○：国 ●：道

○「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（スポーツ庁）及び「文化部活
動の在り方に関する総合的なガイドライン」（文化庁）

学校と地域が協働・融合した形での地域におけるスポーツ・芸術文化等の活動のための
環境整備を進める。週当たり２日以上（平日１日、週末１日）の休養日を設け、１日の活
動時間は長くとも平日２時間程度、学校の休業日３時間程度とする。（高等学校段階では、
各学校において中学校教育の基礎の上に多様な教育が行われている点に留意。）

【平成31年（2019年）】

●「北海道の部活動の在り方に関する方針」及び「道立学校に係る部活動の方針」

国のガイドラインに則り、部活動の教育的意義を踏まえ、生徒の視点に立った部活動の
充実を目的として、教員の部活動指導に係る負担にも配慮しながら策定。
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部活動改革に係る国のガイドラインと道の方針等の経緯について②

【令和４年（2022年）】

○「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」
（スポーツ庁・文化庁）

平成30年のスポーツ庁・文化庁のガイ
ドラインを統合した上で全面的に改定。
部活動の適正な運営や効率的・効果的な
活動の在り方を示すとともに、新たな地
域クラブ活動を整備するために必要な対
応について、国の考え方を提示。

休日における部活動の地域連携や地域
クラブ活動への移行について、国として
は、令和５年度（2023年度）からの３年
間を改革推進期間と位置付けて支援。
（地域移行については公立中学校の生徒
を主な対象）

ⅠからⅣの４章構成。「Ⅰ 学校部活動」は
中学生を主な対象とし、高校生も原則適用
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部活動改革に係る国のガイドラインと道の方針等の経緯について③

【令和５年（2023年）】

●「北海道の部活動の在り方に関する方針」及び「道立学校に係る部活動の方針」の改定

平成31年に策定した道及び道立学校に係る方針を改定。中体連等の大会前日から1か月以内の期間
や、地域特性から積雪期の活動が制限される部活動、又は冬季に行われる部活動についての特例を廃
止。

●「北海道部活動の地域移行に関する推進計画」の策定

国のガイドラインが改革推進期間とする令和５年度（2023年度）から令和７年度（2025年度）まで
の３年間を計画期間とし、道内において部活動の地域移行の取組が円滑に進むよう計画を策定。

少子化の中、将来にわたり子どもたちがスポーツ・文化芸術に継続して親しむことができる機会の
確保に向けた北海道における具体的な取組とスケジュール、市町村の取組と実施イメージなどについ
て記載。

【参考】道の方針における休養日・活動時間の設定

週の休養日 １日の活動時間

平日 週末 平日 学校の休業日

基準（国のガイドラインと同一） １日以上 １日以上 ２時間程度 ３時間程度

令和５年廃止

大会前特例

１日以上 １日以上

２時間程度 ４時間程度大会前やむを得ず活動を行う場合は
代替の休養日

地域特性特例
※年間で104日以上

（週１日以上＋休養期間）
３時間程度 ４時間程度

高等学校段階における弾力的な設定 １日以上 ※月１日以上
３時間程度 ４時間程度

長くとも週16時間程度
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部活動改革に係る国のガイドラインと道の方針等の経緯について④

【令和６年（2024年）】

●「北海道の部活動の在り方に関する方針」及び「道立学校に係る部活動の方針」の改定

部活動を原則行わないこととする暑熱環境の基準を改正（令和６年４月１日施行）

改正後 現 行

活動場所で測定した暑さ指
数（WBGT）が31℃以上の場
合

気象庁等の熱中症警戒アラート
が発せられた場合

熱中症予防の目安に用いられる指標。人体が受ける熱ストレスの大きさを，気温・湿
度・風速・輻射熱を考慮して指標化したもの。Wet Bulb Globe Temperature（湿球黒球温
度）。

〈算出式〉 WBGT値＝0.7×湿球温度＋0.2×黒球温度＋0.1×乾球温度

・持ち運びのできる電子式のWBGT計もあり簡便に調べることができる。
・環境省の熱中症予防情報サイトでは、全国の暑さ指数（実況と予測）等の情報を提供。
・公益財団法人日本スポーツ協会「熱中症予防運動指針」では、WBGT31以上では、

「特別の場合以外は運動を中止する。特に子どもの場合には中止すべき。」としている。

【参考】暑さ指数（WBGT）
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部活動の現状について

令和５年度部活動に係る調査結果概要より
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令和５年度部活動の概況について

部活動の概況（札幌市立を除く公立学校）

１ 部活動数

２ 部活動加入生徒数と加入率

運動部 文化部

中学校 3,002部 (－182) 2,299部 703部

高等学校全日制 3,473部 (－315) 1,917部 1,556部

高等学校定時制 163部 (－   7) 93部 70部

特別支援学校中学部 13部 (増減なし) 9部 4部

特別支援学校高等部 128部 (増減なし) 75部 53部

全体 6,779部 (－504) 4,393部 2,386部

学校種 部活動数 （令和２年比）

運動部 文化部

52,398人 (－5,895) 37,622人 14,776人

72.1% (ー  2.0) 51.8% 20.3%

52,932人 (－6,535) 31,605人 21,327人

74.4% (ー  0.2) 44.4% 30.0%

1,069人 (＋ 150) 677人 392人

44.8% (＋  3.6) 28.4% 16.4%

45人 (＋  12) 34人 11人

5.0% (＋  1.2) 3.7% 1.2%

1,129人 (－ 208) 755人 374人

35.7% (ー  4.5) 23.9% 11.8%

107,573人 (－12,476) 70,693人 36,880人

71.6% (ー  1.1) 47.0% 24.5%

（令和２年比）

高等学校全日制 71,143人

学校種 生徒総数
部活動加入生徒数

加入率

中学校 72,661人

全体 150,255人

高等学校定時制 2,385人

特別支援学校中学部 907人

特別支援学校高等部 3,159人

中学校の加入率は低下傾向

部活動数は令和２年度比で
中学校 ：△5.7％
高等学校全日制：△8.3％
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令和５年度北海道の部活動の在り方に関する方針に位置付けられた取組の実施状況について

休養日等の設定

１ 「学校の活動方針」における休養日の設定

２ 「学校の活動方針」における活動時間の設定

※ その他：月に２、３日のみ活動。土日、祝日、長期休業中としている。

学校種

中学校 94.8% (  436校) 5.0% (  23校) 0.2% (    1校)

高等学校全日制 51.0% (  105校) 4.4% (    9校) 44.7% (  92校) 0.0% (    0校)

高等学校定時制 59.0% (    23校) 41.0% (  16校) 0.0% (      0校) 0.0% (    0校)

特別支援学校中学部 14.3% (      1校) 85.7% (    6校) 0.0% (    0校)

特別支援学校高等部 39.1% (      9校) 60.9% (  14校) 0.0% 0.0% (    0校)

全体 78.1% (  574校) 9.3% (  68校) 12.5% (  92校) 0.1% (    1校)

より多くの休養日道の方針と同じ 弾力的な設定 その他

学校種

中学校 96.5% (  444校) 3.3% (  15校) 0.2% (    1校)

高等学校全日制 53.4% (  110校) 2.4% (    5校) 44.2% (  91校) 0.0% (    0校)

高等学校定時制 51.3% (    20校) 48.7% (  19校) 0.0% (    0校) 0.0% (    0校)

特別支援学校中学部 28.6% (      2校) 71.4% (    5校) 0.0% (    0校)

特別支援学校高等部 30.4% (      7校) 69.6% (  16校) 0.0% (    0校) 0.0% (    0校)

全体 79.3% (  583校) 8.2% (  60校) 12.4% (  91校) 0.1% (    1校)

より短時間の活動道の方針と同じ 弾力的な設定 その他

※ その他：冬の平日の活動時間を道の基準の半分程度としている。



10

合同チームによる部活動の実施状況について①

合同チームによる部活動の実施状況（道内公立中学校及び高等学校（札幌市を除く））

１ 合同チームによる活動実績の推移

２ 令和５年度合同チームで活動している部活動数

※ 合同チームを組んで活動している学校をそれぞれ１部としてカウント。
（例）Ａ校Ｂ校で合同チーム → ２部としてカウント

区分 野球
バレー

ボール
サッカー

バスケッ

トボール

その他

運動部
吹奏楽 合唱 計（部）

中学校 275 130 121 99 63 10 2 700

高等学校

（全日制）
51 31 52 28 66 11 1 240

中学校の運動部における合
同チームの割合が高い

運動部 596部 (24.3%) 778部 (32.5%) 670部 (28.4%) 688部 (29.8%)

文化部 5部 (0.7%) 17部 (2.3%) 10部 (1.4%) 12部 (1.7%)

計 601部 (18.8%) 795部 (25.4%) 680部 (22.0%) 700部 (23.2%)

運動部 201部 (8.9%) 244部 (11.9%) 190部 (8.8%) 228部 (10.9%)

文化部 1部 (0.1%) 4部 (0.2%) 5部 (0.3%) 12部 (0.7%)

計 202部 (4.9%) 247部 (6.6%) 195部 (5.0%) 240部 (6.4%)

803部 (11.0%) 1042部 (15.2%) 875部 (12.5%) 940部 (13.9%)全道計

令和５年度区分 令和２年度 令和３年度

中学校

高等学校

（全日制）

令和４年度

136

チーム
(48.4%)

145

チーム
(51.6%)

81

チーム
(82.7%)

17

チーム
(17.3%)

同一市町村 異なる市町村

【地域別のチーム編成状況】
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合同チームによる部活動の実施状況について②

合同チームによる部活動の実施状況（道内公立中学校及び高等学校（札幌市を除く））

３ 令和５年度の合同チームでの活動概況

(1) 活動日数等

(2) 主な活動場所への移動時間

高等学校よりも
中学校の方が
移動時間が短く
合同チームでの
活動日数は多い

区分

中学校 332部 (47.4%) 574部 (82.0%) 345部 (49.3%)

高等学校

（全日制）
168部 (70.0%) 68部 (28.3%) 19部 (7.9%)

週末・学校の

休業日のみ
年間20日以上

平日と週末・休業日

かつ年間20日以上

区分

中学校 535部 (76.4%) 139部 (19.9%) 20部 (2.9%) 5部 (0.7%)

高等学校

（全日制）
113部 (47.1%) 67部 (27.9%)  40部 (16.7%) 20部 (8.3%)

90分超
30分以内

（移動なしを含む）
60分以内 90分以内
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市町村教育委員会における拠点校方式による部活動の実施状況について

拠点校方式による部活動の実施状況（市町村教育委員会（札幌市を除く））

１ 実施・検討状況

検討中の自治体が
一定数あり、今後
の増加が見込まれ
る

拠点校方式の実施・検討状況

令和５年度実施 14 (   7.9%)

　令和６年度以降継続予定 11 (   6.2%)

　令和６年度以降拡大予定 3 (   1.7%)

令和６年度開始予定 11 (   6.2%)

令和７年度開始に向け検討中 21 ( 11.8%)

取組の予定なし 124 ( 69.7%)

その他 8 (   4.5%)

自治体数（割合）

管内 拠点校方式による部活動に取り組む自治体数 拠点校数

空知 3 7校

石狩 1 6校

後志 1 7校

胆振 2 2校

上川 2 4校

宗谷 1 2校

オホ 1 4校

十勝 3 1校

全道計 14 33校

２ 拠点校方式による部活動の取組自治体数

※本調査における「拠点校方式」の定義
複数校に同一内容の部活動を行う又はその希望を持つ生徒がいる状況において、市町村が定めた規程等に基づき、複数校に在
籍する生徒によって1 つの部活動（いわゆる「合同部活動」）を構成し、複数校のうち1 校を拠点校として活動を実施する形態

※十勝管内の取組は３自治体共同
での取組


